
 
足立区の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 
 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（６年１月１日現在） 
歳出額(Ａ) 実質収支 人件費(Ｂ) 

人件費率

（Ｂ／Ａ） 

(参考)４年度

の人件費率 

令和 

５年度 

人 

６９３，２２３ 

千円 

317,160,375 

千円 

12,472,219 

千円 

37,065,760 

％ 

１１．７ 

％ 

１１．５ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

(Ａ) 

給     与     費 １人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

(参考 )特別区

平均１人当た

り給与費 給 料 職員手当 
期末・ 

勤勉手当 
計 (Ｂ) 

令和 

５年度 

人 

3,480 

千円 

12,381,154 

千円 

5,246,336 

千円 

5,981,893 

千円 

23,609,383 

千円 

6,784 

千円 

6,577 

※ 職員手当には退職手当を含まない。 

※ 職員数については、令和５年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定

再任用職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。 

※ 給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用

短時間勤務職員の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況 

 

※ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

適用職員の俸給月額を１００として計算した指数である。   

※ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指

数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数である。 
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）／（１＋国の支給基準に基づく地域手当支給割

合）により算出。） 



 

※ ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60 歳に達

した日後の最初の４月 1 日以後に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水準に

設定される職員を除いている。 

 

（４）給与改定の状況 

①月例給 

区 分 
特別区人事委員会の勧告 給 与  国 の 

民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告（改定率） 改定率  改定率 

令和 

６年度 393,192円 382,163円 
11,029円 

(2.89%) 

11,029円 

(2.89%) 
2.89%  2.76% 

※「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレ

ス比較（役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分給与額を対比させる精確な比較）し

た平均給与月額である。 

②特別給（期末・勤勉手当） 

区 分 

特別区人事委員会の勧告 年  間  国の年間 

民間の支給 

割合 Ａ 

公務員の支給 

月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 
支給月数  支給月数 

令和 

６年度 4.87月 4.65月 0.22月 0.20月 4.85月  4.60月 

※「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給

月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

①給料表の見直し 

    

 

 

 

  ②地域手当の見直し 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③その他の見直し内容 

 

 

内容：地域手当の支給割合を 2％引上げ、20％に設定したことに伴い、給料月額を同率程度引
下げ。ただしⅠ類初任給までの号給については引下げなし。これらの号給付近等は引下げを緩
和。 
実施時期：平成２７年４月１日 

支給割合：国基準 20％に対し、当区においても 20％を支給。 
実施時期：平成２７年４月１日 
(参考) 
 H26年度

の支給

割合 

H27年度の支給割合 H28年度

の支給

割合 

H29年度

の支給

割合 

H30年度

の支給 

割合 

R1年度

の支給

割合 

R2年度

の支給

割合 

R3年度

の支給

割合 

R4年度

の支給

割合 

R5年度

の支給

割合 

R6年度

の支給

割合 

4 月 1 日

時点 

遡及改定

後 

国基準

による

支給割

合 

18％ 18％ 18.5％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 

足立区

の支給

割合 

18％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 20％ 

 
 

内容：管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 
実施時期：平成２７年４月１日 
 



 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

足立区 ３９．８歳 ２９９，９２９円 ４３７，５１５円 ３７４，５２０円 

東京都 ４２．５歳 ３１８，０８９円 ４５８，５１９円 ４００，１６２円 

国 ４２．１歳 ３２３，８２３円 － ４０５，３７８円 

特別区 ３９．８歳 ２９８，６６２円 ４２４，８９１円 ３７４，９３８円 

②技能労務職 

区 分 
公務員 民 間 参考 

平均年齢 

歳 

職員数 

人 

平均給料月額     

円 
平均給与月額    

円(Ａ) 
平均給与月額 

(国比較ベース) 

対応する民間

の類似職種 

平均年齢 

歳 
平均給与月額    

円(Ｂ) 
Ａ/Ｂ 

足立区 54.5 134 300,823 403,560 370,448 － － － － 

 
うち清掃職員 54.5 131 300,000 402,629 369,215 廃棄物処理業 47.7 314,900 1.28 

その他 55.3 3 335,900 438,067 422,100 － － － － 

東京都 50.5 1,211 286,976 388,004 353,700 － － － － 

国 51.2 1,829 288,144 － 330,553 － － － － 

特別区 53.6 228 284,926 387,351 349,817 － － － － 

 

区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 (Ｃ) 民間 (Ｄ) Ｃ／Ｄ 

足立区 － － － 

 うち 清掃職員 6,286,548 4,376,300 1.44 
 

③教育職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

足立区 ４４．８歳 ４２９，６００円 ５９８，５６０円 

東京都 ３９．８歳 ３３１，１９７円 ５２０，７６５円 

特別区 ３８．３歳 ３３１，６５１円 ４４３，４４６円 

※「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。 

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

にされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務

員と同じベース（時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているものである。したがって、技能労

務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、必ずしも年齢、業務内容、雇用形態等の点において

一致しているものではない。 

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍し、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当を、民間においては前年に支給された年間

賞与の額を加えた試算値である。 

※「－」は、現時点で公表されていない。 



 

（２）職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

区    分 足 立 区 東 京 都 国 

一般行政職 
大学卒 １９６，２００円 １９６，２００円 

総合職 ２００，７００円 

一般職 １９６，２００円     

高校卒 １５８，１００円 １６０，１００円 １６６，６００円 

技能労務職 高校卒 １５０，２００円 １５７，５００円 １６４，０００円 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 
大学卒 ２７４，００１円 ３６９，４０３円 ３８８，６８５円 ３９２，６６９円 

高校卒 ２３３，１０９円 ３１８，５００円 ３４７，４３２円 ３５３，４１０円 

技能労務職 高校卒 － － － ３１５，１５６円 



 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の給料月額 最高号給の給料月額 

６級 部  長 25人 1.0％ 370,800円 514,100円 

５級 課  長 73人 2.9％ 288,700円 453,500円 

４級 課長補佐 165人 6.7％ 260,300円 427,600円 

３級 係  長 501人 20.2％ 235,600円 405,700円 

２級 主  任 776人 31.3％ 208,500円 356,600円 

１級 係  員 940人 37.9％ 153,500円 322,900円 

※ 区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

※  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

 



（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

（３）昇給への人事評価の活用状況（一般行政職） 

令和６年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の区分   
  

標準、下位の区分   
  

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない   

 活用予定時期   

国 10級 

足立区（Ｒ６） 
         国家公務員（Ｒ６）

（H31) 

（百円） 

国９級 

国８級 

国７級 

国６級 

国５級 

国４級 

国３級 

国２級 

国１級 

区３級 

区２級 

区５級 

区４級 

区６級 

区１級 

昇  給 

給 

料 

月 

額 



 

４ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当（令和６年４月１日現在） 

足立区 東京都 国 

１人当たり平均支給額 

(５年度) １，６４２千円 

１人当たり平均支給額 

(５年度) １，９０７千円 
― 

＜５年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.40 月分  2.25 月分 

 (1.35 月分) (1.10 月分) 

＜５年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.40 月分  2.25 月分 

 (1.35 月分) (1.10 月分) 

＜５年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.45 月分  2.05 月分 

 (1.375 月分) (0.975 月分) 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 5～20％ 

管理職加算   15～20％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 3～20％ 

管理職加算   15～25％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

※（  ）内は、定年前再任用短時間勤務職員（暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務 

職員を含む。）に係る支給割合 

 

 

  ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職） 

令和６年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している成績率 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の区分   
  

標準、下位の区分   
  

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 



 

（２）退職手当（令和６年４月１日現在） 

足立区 国 

＜支給率＞ 自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  18.00 月分 24.55 月分 

勤続 25 年  28.00 月分 32.95 月分 

勤続 35 年  39.75 月分 47.70 月分 

最高限度  39.75 月分 47.70 月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

＜１人当たり平均支給額＞ 

自己都合    9,056 千円 

勧奨・定年  21,280 千円 

＜支給率＞ 自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年  39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度  47.709 月分 47.709 月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

 

 

 

※１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。 

※「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その

者の非違によることなく退職した場合を含む。 

 

（３）地域手当（令和６年４月１日現在） 

支給実績（５年度決算） ２，５５２，５５８千円 

支給職員 1 人当たり平均支給年額(５年度決算) ６９９，３３１円 

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 国の制度（支給割合） 

足立区 ２０％ ３，６５０人 ２０％ 

 

（４）特殊勤務手当（令和６年４月１日現在） 

支給実績(５年度決算) ３０，５６０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額(５年度決算) ６０，０４１円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(５年度) １３．９％ 

手当の種類 ４種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（５年度決算） 

支給単価 

特殊現場業務手当 建築・土木 足場 10m 以上 19 千円 日額 390 円 

防疫等業務手当 保健師 Ⅰ類感染症・結核 10 千円 日額 230～390 円 

福祉業務手当 事務・福祉・介護指導 訪問指導・面接 8,769 千円 日額 300～1,470 円 

清掃業務手当 作業・自動車運転 廃棄物処理 21,713 千円 日額 700 円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（５年度決算） １，５８８，７６８千円 

職員１人当たり平均支給年額（５年度決算） ５２４千円 

支給実績（４年度決算） １，４５６，５３３千円 

職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） ４８１千円 

  ※職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(５年度決算)」と同じ年度の４

月１日現在の総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員

を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。



 

（６）その他の手当（令和６年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異なる

内容 

支給実績 

（５年度 

  決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額

（５年度決算） 

扶養手当 

・配偶者       6,000 円 

・子         9,000 円 

・上記のうち 16 歳～22 歳の子 

       13,000 円 

・父母等        6,000 円 

異なる 支給金額 

(配偶者6,500円、 

子  10,000 円 

父母  6,500 円

等) 

202,760 

千円 

196,093円 

住居手当 
年齢に応じて 8,300～27,000
円(借家・借間） 

異なる 内容・金額 (賃

貸住宅 28,000円

限度 等） 

162,176 

千円 

188,140円 

通勤手当 

・交通機関利用者(電車、バスな

ど)…運賃相当額(原則６カ月

定期券額)※１カ月当たりの支

給限度額       55,000 円 

・交通用具使用者(自転車など)

…使用距離に応じて支給 

異なる 交通用具使用者

の支給額等 
404,971 

千円 

132,734円 

管理職 

手当 

職に応じて 66,500～142,400円 

 

異なる 支給額等 162,901 

千円 

1,243,526円 

初任給 

調整手当 

医師の医大卒業後期間に応じ

て 118,000～268,500 円 

異なる 支給対象者等 3,230 

千円 

1,615,200円 

休日給・

夜勤手当 

休日･夜間(午後 10 時～翌日午

前５時)の勤務に対し支給 

同じ 
－ 71,402 

千円 

133,214円 

宿日直 

手当 

宿直･日直の勤務時間数に応

じ、１回 4,500～11,000 円 

異なる 支給単価等 2,137 

千円 

15,601円 

管理職員

特別勤務

手当 

・週休日又は休日 
部長級12,000円(6時間超18,000円) 

課長級10,000円(6時間超15,000円) 

・週休日又は休日以外 
部長級 6,000 円 課長級 5,000 円 

異なる 支給単価 

 
1,742 

千円 

17,248円 

義務教育

等教員特

別手当 

義務教育等の教育職員に、職務

の級号給に応じて支給 

－ －     868 

千円 

78,916円 

単身赴任 

手当 

月額 30,000 円(交通距離の区分

により加算額 6,000～14,000円) 

異なる 支給額等 360  

千円 

360,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在） 

 
区  分 給料月額等 （参考）特別区における最高／最低額 

給 

料 

区 長 １，０７８，８００円 １，２８６，０００／９１４，４００ 

副区長   ８６４，９００円 １，０２７，０００／８１０，７００ 

報 

 

酬 

議 長   ９４４，０００円 ９５６，０００／８５６，０００ 

副議長   ８０９，０００円 ８０９，０００／７６３，５００ 

議 員   ６１６，０００円 ６２１，０００／５９４，８００ 

期 

末 

手 

当 

区 長 （令和６年度支給割合） 

２．９９月分 副区長 

議 長 
（令和６年度支給割合） 

３．８０月分 
副議長 

議 員 

退 

職 

手 

当 

区 長 
（算定方式） 

1,078,800円×在職年数×450/100 

（１期の手当額） 

  19,418,400円 

（支給時期） 

任期ごと 

副区長 864,900円×在職年数×315/100 10,897,740円 任期ごと 

※退職手当の「１期の手当額」は、４月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

１期（４年＝４８月）勤めた場合における手当の見込額である。 

  

６ 職員数の状況 
 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由              （各年４月１日現在） 

    区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

令和５年 令和６年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 16 16 0  

総  務 685 692 7 国勢調査実施に伴う準備対応による増 

税  務 125 131 6 課税業務執行体制補強による増 

労  働 11 12 1 企業経営支援業務執行体制補強による増 

農林水産 5 5 0  

商  工 42 43 1 姉妹都市提携 40 周年記念事業対応による増 

土  木 457 464 7 
新たな区内公共交通の推進をはじめとする交

通対策施策強化のための増 

民  生 1,366 1,377 11 
子どもの安全を守る相談体制を確保するため

の増 

衛  生 466 470 4 足立出産・子育て応援事業の実施に伴う増 

計 3,173 3,210 37 
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 46.21 人 

教育部門 258 271 13 
適正規模・適性配置ガイドライン改訂、実施

計画策定に伴う事務量の増 

小 計 3,431 3,481 50 
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 50.11 人 

公営企業等会計部門 

 
その他   97   96  △1 職員育休復帰に伴う任期付職員の減 

小 計   97   96  △1  

合 計 

［条例定数］ 

3,528 

[3,359] 

3,577 

[3,396] 
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 [37] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 51.49 人 

※ 職員数は一般職に属する職員数である。［ ］内は、条例定数の合計である。 



 

（２）年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在） 

 

 

区分 

20 歳 

未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

以上 

 

 計 

職員数 1 142 427 363 376 435 304 276 303 377 316 257 3,577 人 

 

 

（３）職員数の推移 
    年度 

部門別 平成 31 年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
過去 5 年間の 

増減数（率） 

一般行政 3,058 3,068 3,117 3,128 3,173 3,210 152（5.0％） 

教育 287 293 249 239 258 271 △16（△5.6％） 

普通会計計 3,345 3,361 3,366 3,367 3,431 3,481 136（4.1％） 

公営企業会計計 95 92 97 95 97 96 1（1.1％） 

総合計 3,440 3,453 3,463 3,462 3,528 3,577 137（4.0％） 

※ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 


